大阪府浄化槽取扱要綱
大阪府浄化槽行政連絡協議会

（目的）

第１条　この要綱は、大阪府の区域内に設置される浄化槽に関して必要な事項を定めることにより、公衆衛生の向上及び生活環境の保全並びに公共用水域等の水質汚濁防止に寄与することを目的とする。

（用語の定義）

第２条　この要綱の用語の意義は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、浄化槽法(昭和58年法律第43号)及び浄化槽法第48条第１項に基づく浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の定めるところによるほか、次に掲げるところによる。

　　　 一　浄化槽　便所と連結してし尿及びこれと併せて雑排水（工場廃水、雨水その他の特殊な排水を除く。）を処理し、下水道法（昭和33年法律第79号）第２条第６号に規定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流するための設備又は施設で、浄化槽法第２条、第３条の２及び附則（平成12年６月２日法律第106号）に定めるものをいう。

二　維持管理　浄化槽の保守点検及び清掃等浄化槽管理者が遵守し、又は実施すべき浄化槽の管理全般をいう。

（設置に関する基準）

第３条　浄化槽の計画、施工については、「大阪府浄化槽設計・施工取扱基準」に基づくこと。
　　２　国が補助する浄化槽設置整備事業により設置される浄化槽にあっては、「合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針」に適合するものであること。

（報告並びに検査及び現場指導）

第４条　建築基準法第６条第１項及び第６条の２第1項の申請及び浄化槽法第５条第１項の届出に係る浄化槽工事の施工状況の報告並びに検査及び現場指導は、次の各号に定めるところによる。

　　　一　建築主事、指定確認検査機関、保健所長又は浄化槽法に基づく浄化槽の設置に関する届出受理等の事務権限の移譲を受けた市町村（以下「移譲市」という。）は、浄化槽工事を実地に監督し、又は自ら施工した浄化槽設備士の施工状況の報告をもって、工事監理者の報告に代えることができる。
　　　二　前号の規定により、施工状況の報告を行う浄化槽設備士は、建築主事若しくは指定確認検査機関の検査又は保健所長若しくは移譲市の現場指導に原則立会いしなければならない。

　　２　建築主事若しくは指定確認検査機関又は保健所長若しくは移譲市は、一般社団法人大阪府環境水質指導協会（以下「協会」という。）において推薦され、大阪府浄化槽行政連絡協議会（設置要綱は別に定める。）の承認（別に定める浄化槽施工管理資格者取扱基準による。）を受けた浄化槽設備士が実地に監督し、又は自ら施工した浄化槽工事については、第１項第一号の規定による報告をもって、同項第二号の検査又は現場指導の立会いを省略することができる。

（浄化槽管理者の遵守事項）

第５条　浄化槽管理者は、大阪府浄化槽維持管理指導要領の定めるところにより、浄化槽の維持管理を行わなければならない。

　　２　浄化槽管理者は、浄化槽法第７条及び第11条の規定に基づき、浄化槽の水質に関して、浄化槽法第57条第１項に規定する指定検査機関の検査を受けなければならない。

（協会の役割）

第６条　協会は、府民に対し浄化槽についての正しい知識の普及及び啓発を行うとともに、会員に対しては、社会的使命の重要性を認識させ、浄化槽の製造、施工、管理及び清掃各部門における技術の向上と相互の連携を図り、浄化槽行政の推進に寄与するよう努めること。

（申請等）

第７条　浄化槽の設置に伴う申請等の手続きは、事務処理要領で別に定める。

付則

　この要綱は、平成20年４月１日から実施する。
付則

　この要綱は、平成25年1月4日から実施する。

付則

　この要綱は、平成26年1月21日から実施する。


